
平成29年5月12日 住所　鹿児島市金生町６番６号株式会社　鹿　児　島　銀　行取締役頭取　上　村　基　宏科          目 金 額 科          目 金 額（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）176,282 3,630,330現 金 47,452 65,173預 け 金 128,829 2,015,1269,043 141,0881,515 3,233商 品 国 債 547 1,360,777商 品 地 方 債 967 44,93013,913 115,7611,017,102 135,136国 債 289,747 91,137地 方 債 50,119 借 入 金 91,137社 債 393,155 25株 式 84,183 6そ の 他 の 証 券 199,897 193,050,166 14,725割 引 手 形 8,159 1,804手 形 貸 付 128,097 1,681証 書 貸 付 2,570,574 1,477当 座 貸 越 343,334 3006,767 1,789外 国 他 店 預 け 6,732 197取 立 外 国 為 替 34 7,4746,359 1,796前 払 費 用 7 902未 収 収 益 3,438 223金 融 派 生 商 品 204 3,761金 融 商 品 等 差 入 担 保 金 238 6,950そ の 他 の 資 産 2,471 23,59554,673 4,024,344建 物 10,799土 地 37,010 18,130リ ー ス 資 産 1,688 11,204建 設 仮 勘 定 510 11,204そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 4,664 222,5533,692 18,130ソ フ ト ウ ェ ア 3,548 204,422リ ー ス 資 産 0 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 544そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 144 固定資産圧縮特別勘定積立金 139,037 別 途 積 立 金 190,00023,595 繰 越 利 益 剰 余 金 13,864△ 42,014 251,88838,931△ 8115,05353,902305,7914,330,136 4,330,136注　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表（平成２９年３月３１日現在） （単位：百万円）
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平成２８年４月　１日から平成２９年３月３１日まで （単位：百万円） 72,92248,028  貸 出 金 利 息 36,597  有 価 証 券 利 息 配 当 金 11,302  コ ー ル ロ ー ン 利 息 27  預 け 金 利 息 2  そ の 他 の 受 入 利 息 9810,927受 入 為 替 手 数 料 3,480そ の 他 の 役 務 収 益 7,4463,785国 債 等 債 券 売 却 益 3,233そ の 他 の 業 務 収 益 55210,181償 却 債 権 取 立 益 0株 式 等 売 却 益 7,711金 銭 の 信 託 運 用 益 196そ の 他 の 経 常 収 益 2,271 56,7622,654預 金 利 息 728譲 渡 性 預 金 利 息 91コ ー ル マ ネ ー 利 息 17債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 1,155借 用 金 利 息 43金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 476そ の 他 の 支 払 利 息 1404,814支 払 為 替 手 数 料 541そ の 他 の 役 務 費 用 4,2735,781外 国 為 替 売 買 損 135商 品 有 価 証 券 売 買 損 85国 債 等 債 券 売 却 損 5,345金 融 派 生 商 品 費 用 61そ の 他 の 業 務 費 用 15335,9347,576貸 倒 引 当 金 繰 入 額 5,583貸 出 金 償 却 40株 式 等 売 却 損 381株 式 等 償 却 14金 銭 の 信 託 運 用 損 147そ の 他 の 経 常 費 用 1,408 16,160

科　　　　　　　目経 常 収 益資 金 運 用 収 益
役 務 取 引 等 収 益

損益計算書
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そ の 他 業 務 収 益そ の 他 経 常 収 益
経 常 費 用資 金 調 達 費 用

経 常 利 益

役 務 取 引 等 費 用そ の 他 業 務 費 用
営 業 経 費そ の 他 経 常 費 用

金　　　　　　　額



（単位：百万円）0固 定 資 産 処 分 益 0 608固 定 資 産 処 分 損 58減 損 損 失 549 15,5535,424△ 713   法   人   税   等   合   計 4,71010,842注　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。法 人 税 等 合 計
金　　　　　　　額

法 人 税 等 調 整 額税 引 前 当 期 純 利 益法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
科　　　　　　　目

― 3 ―

当 期 純 利 益
特 別 利 益特 別 損 失



 ―   ― 4 

個 別 注 記 表   記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 重要な会計方針 1．商品有価証券の評価基準及び評価方法    商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。 2．有価証券の評価基準及び評価方法  (1) 有価証券の評価は、子会社・子法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。  (2) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行っております。 3．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法    デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 4．固定資産の減価償却の方法  (1) 有形固定資産（リース資産を除く）    有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く｡）並びに平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。    建    物    19年 ～  50年    そ の 他    ２年 ～ 20年 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）     無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。  (3) リース資産     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準    外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。     
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6．引当金の計上基準  (1) 貸倒引当金    貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。    ｢銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針｣(日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 平成24年７月４日)に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。なお、要注意先債権に相当する債権において、貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積もることが困難な債務者に対する債権については、個別的に残存期間を算定し、その残存期間に対応する今後の一定期間における予想損失額を計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。    すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産管理部署が査定結果を検証しております。 (2) 退職給付引当金      退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 過去勤務費用   その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数  (10年)による定額法により損益処理 数理計算上の差異 各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数 (10年)による定率法により発生の翌事業年度から損益処理 (3) 睡眠預金払戻損失引当金      睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し利益計上を行った睡眠預金の払戻請求に備えるため、過去の支払実績等を勘案して必要と認められる額を計上しております。  (4) 偶発損失引当金      偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度等の代位弁済に伴い発生する負担金等の支払いに備えるため、将来発生する損失額を見積もり計上しております。   
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7．ヘッジ会計の方法  (1) 金利リスク・ヘッジ      金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号 平成14年２月13日。以下、「業種別監査委員会報告第24号」という。) に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、キャッシュ・フローを固定するヘッジについてヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素等の相関関係を検証しております。      また、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。  (2) 為替変動リスク・ヘッジ      外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、｢銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号 平成14年７月29日)に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 8．消費税等の会計処理    消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という｡）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。   会計方針の変更  （「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」の適用）  法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。  なお、当事業年度の経常利益及び税引前当期純利益への影響は軽微であります。   追加情報 （「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用）  「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。    
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注記事項  （貸借対照表関係） 1．関係会社の株式総額 （親会社株式を除く）                  802百万円 2．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に38,875百万円含まれております。  3．貸出金のうち、破綻先債権額は2,887百万円、延滞債権額は32,581百万円であります。 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という｡）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。  4．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありません。 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。  5．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は43,786百万円であります。 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。  6．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は79,255百万円であります。 なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。  7．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、8,159百万円であります。  8．担保に供している資産は次のとおりであります。  担保に供している資産  有価証券 548,987百万円 担保資産に対応する債務  預  金 31,141百万円 債券貸借取引受入担保金 135,136百万円 借 用 金 91,009百万円上記のほか、為替決済、指定金融機関等の取引の担保として、有価証券18,082百万円を差し入れております。また、その他資産には、保証金及び金融商品等差入担保金が含まれておりますが、その金額は次のとおりであります。  
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 保 証 金 268百万円 金融商品等差入担保金 238百万円  9．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。 これらの契約に係る融資未実行残高は743,177百万円であり、このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが731,571百万円あります。 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 10．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 再評価を行った年月日            平成10年３月31日 同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める地価公示価格に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出しております。 ただし、適切な地価公示価格がない場合は同施行令第２条第２号に定める基準地価又は同施行令第２条第４号に定める地価税法に規定する方法により算定した価格に時点修正等合理的な調整を行って算出しております。 同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額  15,501百万円 11．有形固定資産の減価償却累計額          33,388百万円 12．有形固定資産の圧縮記帳額        3,833百万円 13．単体自己資本比率 11.20％ 14．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保証債務の額は5,855百万円であります。 15. 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債務総額  431百万円 16．関係会社に対する金銭債権総額         15,294百万円 17．関係会社に対する金銭債務総額         13,210百万円 
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 18．銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。 剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金として計上しております。 なお、当行は利益準備金の額が資本金の額に達しているため、当事業年度における剰余金の配当に係る利益準備金は計上しておりません。   （損益計算書関係） 1．関係会社との取引による収益 資金運用取引に係る収益総額                 201百万円 役務取引等に係る収益総額                      63百万円 その他業務・その他経常取引に係る収益総額      32百万円 2．関係会社との取引による費用 資金調達取引に係る費用総額                   114百万円 役務取引等に係る費用総額                     445百万円 その他業務・その他経常取引に係る費用総額   1,484百万円 3．当行の旧本店解体の決議及び地価の下落等により、以下の資産について帳簿価額を 回収可能価額まで減額し、当該減少額549百万円を減損損失として特別損失に計上 しております。  （単位：百万円） 区分 地域 種類 減損損失  うち土地 うち建物 営業用資産 鹿児島県内 ２か所 土地及び建物 490 22 467 鹿児島県外 １か所 土地及び建物 37 25 11 遊休 資産 鹿児島県内 14 か所 土地及び建物 22 20 1 合計 － － 549 68 480  当行の営業用資産のグルーピングの方法は、管理会計上の最小区分である営業店単位で行っております。 資産グループの回収可能価額は、正味売却価額等により測定しており、正味売却価額は、不動産鑑定評価基準等に基づき評価した額より処分費用見込額を控除して算定しております。         
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 （金融商品関係）  1．金融商品の状況に関する事項 （1）金融商品に対する取組方針 当行は、個人や法人等の預金者から受け入れた預金や短期金融市場から調達した資金などをもとに、資金の貸出や有価証券運用などを行う銀行業を行っております。 保有する金融資産及び金融負債は金利変動や価格変動などを伴うため、不利な影響が生じないよう、オフバランス取引を含む銀行全体の資産及び負債を対象にリスクを統合的に把握・コントロールし、収益の向上と安定化を図るべく資産及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）を行っております。その一環としてデリバティブ取引も行っております。 （2）金融商品の内容及びそのリスク 当行が保有する主な金融商品は、次のとおりであります。 貸出金は、主に国内の法人及び個人に対する貸出金であり、貸出先の財務状況の悪化等による信用リスクを有しております。また、貸出金のうち固定金利貸出については、金利変動リスクを有しております。 有価証券は、国債、地方債、社債、株式等であり、金利変動リスク、価格変動リスク、為替変動リスク及び信用リスクを有しております。 預金及び譲渡性預金は、金利変動リスクを有しております。 コールマネーは、一定の環境の下で市場を利用できなくなる場合など、資金調達に係る流動性リスクを有しております。 また、貸出金、有価証券等にかかる市場リスクの回避を主目的としてデリバティブ取引を行っており、一部はヘッジ会計を適用しております。 （3）金融商品に係るリスク管理体制 ①信用リスクの管理 当行は、信用リスク管理の基盤として企業審査を位置付け、個社ごとの信用リスク管理の強化及びポートフォリオ管理手法の高度化を図るとともに、要管理先等に対する経営改善指導を充実させることを基本方針としております。 当行は、信用リスク管理態勢の充実を図るため、本部における信用リスク管理部門と営業推進部門を分離し、信用リスク管理強化の観点から相互牽制が有効に機能する管理態勢を構築しております。 企業信用格付は、融資支援システム「ＫｅｙＭａｎ」による「企業審査」に基づき実施しております。企業審査では、まず企業の財務面・非財務面の実態に基づき行内共通の判断基準により企業信用格付を付与し、格付と整合的な自己査定の債務者区分の決定及び格付に応じた融資方針や貸出金利の決定などを、企業信用格付を核とした一連の業務として行っております。 信用リスク管理部門は、与信ポートフォリオのリスク量を計測するなど、その管理状況を定期的に、また必要に応じてリスク管理委員会に報告しており、その審議事項については取締役会に報告しております。 
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個別案件の審査・与信判断にあたっては、融資業務の基本方針や個別融資の判断基準及び融資の集中を防止するための指針を定めた「融資業務の規範」を制定し、これに則って審査を実施しております。 ②市場リスクの管理 当行は、市場リスクを適切に管理することが戦略目標達成のため重要であることを十分に認識のうえ、市場リスク管理状況を的確に把握し、適正な市場リスク管理態勢の整備・確立をはかる中で、能動的に一定の市場リスクを引受け、これを管理する中で収益機会を捉えていくことを基本方針としております。 当行における市場関連取引の業務運営態勢は、市場部門（フロントオフィス）、事務管理部門（バックオフィス）、リスク管理部門（ミドルオフィス）に分離し、相互牽制が有効に機能する態勢とするとともに、半期ごとに保有限度枠、ＶａＲ限度額、損失限度額を常務会で定め、厳格な運営管理を実施しております。 市場関連取引のリスクは、ミドルオフィスが、保有限度枠の使用状況や評価損益、有価証券ポートフォリオのＢＰＶ（ベーシス・ポイント・バリュー）、ＶａＲ等のリスク指標を測定し、経営陣へ日次で報告するとともに、リスク管理委員会へ月次で報告され、リスク管理委員会での検討結果については、取締役会に報告しております。 ＡＬＭ委員会では、資産及び負債の総合的管理の観点から、銀行勘定の金利リスクを含めて市場関連リスクをモニタリングし、経済環境・市場動向予測に基づいてヘッジ戦略について検討しております。 【市場リスクに係る定量的情報】 （トレーディング目的の金融商品） 当行では、売買目的有価証券について、平成29年３月31日現在で、商品有価証券300億円、金銭外信託200億円の保有限度枠を設定しております。商品有価証券の運用方針は、お客様向け債券の売買を円滑に行うことと有価証券市場等の短期的な変動、市場間の格差等を利用し利益を得ることであり、平成29年３月31日現在で、損失限度額１億円、金銭外信託は、有価証券市場等の短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得ることを目的としており、損失限度額４億円を設定し、リスク管理を行っております。 （トレーディング目的以外の金融商品） a．金利リスク 当行において、金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「貸出金」、「有価証券」のその他有価証券に分類される債券、「銀行業における預金」、「デリバティブ取引」のうちの金利スワップ取引であります。 当行では、これらの金融資産及び金融負債について、ＶａＲを算出し、金利リスク管理にあたっての定量的分析に利用しております。ＶａＲの算定は、分散共分散法（保有期間60日、信頼区間99％、観測期間５年）を採用しており、平成29年３月31日現在で当行の金利リスク量（損失額の推計値）は、全体で105億円であります。なお、当行では、モデルが算出するＶａＲを月次でモニタリングし、変動
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要因を分析することでＶａＲ計測モデルの精度を確認しており、その結果から、モデルは十分に高い精度で金利リスクを捕捉しているものと考えております。 また、当行では、コア預金推計モデルによって推計したコア預金を金利リスク計測に使用しております。当行が採用するコア預金推計モデルは、ＴＩＢＯＲ１ヶ月を説明変数とする線形回帰モデルと将来金利シナリオによって要求払預金の将来分布を作成し、預金が減少する下方99パーセンタイル値の推移からコア預金を推計するモデルであります。なお、当行では、コア預金推計モデルによるコア預金期待値とコア預金実績値を比較してコア預金推計モデルの精度を確認しており、その結果から、モデルは十分に高い精度でコア預金の動きを捕捉しているものと考えております。 ただし、ＶａＲ及びコア預金推計モデルは過去の金利変動、金利変動と預金変動の関係をベースに統計的に算出した一定の発生確率での金利リスク量、コア預金を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下における金利リスク、コア預金の動きは捕捉できない場合があります。 b．価格変動リスク 当行では、「有価証券」のうちのその他有価証券について、ＶａＲを算出し、価格変動リスク管理にあたっての定量的分析に利用しております。ＶａＲについては、分散共分散法（保有期間60日（政策投資株式等一部の資産については125日）、信頼区間99％、観測期間１年）を採用しており、平成29年３月31日現在で、311億円であります。 なお、当行ではモデルが算出するＶａＲとポートフォリオを固定した場合において発生したと想定される損益を比較する方法によりＶａＲ計測モデルの精度を確認しており、その結果から計測モデルは十分な精度により市場リスクを捕捉しているものと考えております。ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。 
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 ③資金調達に係る流動性リスクの管理 当行は、市場金融部内に設置した資金繰り管理部門が、日次・週次・月次の資金繰り状況を把握し、必要に応じて適切な市場調達を実施しております。 資金繰りの状況は、資金繰り管理部門から独立したリスク管理部門が日常的にモニタリングしており、また、不測の事態に備えて保有有価証券を活用した市場調達の準備等、利用可能な調達手段の確保にも努めております。 資金繰りリスクや市場流動性リスクのモニタリング結果は、リスク管理委員会に報告され、リスク管理委員会での検討結果については、取締役会へ報告しております。 ④デリバティブ取引に係るリスクの管理 当行のデリバティブ取引は、貸出金・有価証券等に係る市場リスクの回避を主目的として取組むことを基本方針としております。 当行の利用しているデリバティブ取引は、市場リスク及び信用リスクを内包しております。 市場リスクにおいては、金利関連のデリバティブ取引において金利変動リスクを、通貨関連のデリバティブ取引において為替変動リスクを、株式・債券関連のデリバティブ取引において価格変動リスクをそれぞれ有しております。 また、信用リスクにおいては、取引の契約先をいずれも取引所や信用度の高い銀行及び証券会社としており、契約不履行によるリスクを金融機関の運用限度額等により適切に管理しております。 当行のリスク管理は、金利や為替等の相場変動リスクにさらされている資産・負債に対して、そのリスク回避のため効果的にデリバティブ取引が利用されているかを重点的に行っており、その基本方針はＡＬＭ委員会で検討され、取引の実行及び管理は、市場金融部が行っております。 （4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。           
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2．金融商品の時価等に関する事項 平成 29 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません((注 2)参照)。  （単位：百万円）  貸借対照表 計上額 時 価 差 額 資産 (1)現金預け金    176,282  176,282  － (2)商品有価証券    売買目的有価証券 1,515 1,515 － (3)有価証券    その他有価証券 1,012,589 1,012,589 － (4)貸出金 3,050,166       貸倒引当金(*1) △40,851    3,009,315 3,028,492 19,177 資産計 4,199,702 4,218,880 19,177 負債 (1)預金  3,630,330  3,630,695  365 (2)譲渡性預金 115,761 115,789 27 (3)債券貸借取引受入担保金 135,136 135,136 － (4)借用金 91,137 91,137 － 負債計 3,972,365 3,972,759 393 デリバティブ取引(*2)    ヘッジ会計が適用されていないもの 21  21  － ヘッジ会計が適用されているもの （117） （117） － デリバティブ取引計 （96） （96） － (*1)貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 (*2)その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、( )で表示しております。  (注 1)金融商品の時価の算定方法  資 産 (1)現金預け金 満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、残存期間が短期間（1 年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 (2)商品有価証券 販売目的のために保有している債券等の有価証券については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。 
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(3)有価証券 株式は取引所の価格、債券は主として取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は、公表されている基準価格によっております。 なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。 (4)貸出金 貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。 また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額に近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。  負 債 (1)預金 要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。  (2)譲渡性預金 譲渡性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。  (3)債券貸借取引受入担保金 債券貸借取引受入担保金は、約定期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿 価格と近似していることから、当該帳簿価格を時価としております。  (4)借用金 借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、約定期間が短期間（1 年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 
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 デリバティブ取引 デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ等）、通貨関連取引（通貨スワップ、為替予約等）であり、割引現在価値等に基づき算出した価額によっております。  (注 2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報「資産（3）有価証券」には含まれておりません。  （単位：百万円）区 分 貸借対照表計上額 ① 非上場株式等(*1)(*2) 3,262 ② 組合出資金(*3) 1,250 合 計 4,512 (*1)非上場株式等については、市場価格等がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象とはしておりません。 (*2)当事業年度において、非上場株式について 14 百万円減損処理を行っております。 (*3)組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。    （有価証券関係） 貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。  1． 売買目的有価証券（平成29年３月31日現在） (単位：百万円)                       当事業年度の損益に含まれた評価差額 売買目的有価証券 △6     2． 子会社・子法人等株式（平成29年３月31日現在） (単位：百万円)                       貸借対照表計上額 時価 差額 子会社・子法人等株式 802 - - 注 子会社・子法人等株式は、すべて非上場株式であります。 なお、非上場株式は市場価格等がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、取得原価をもって貸借対照表計上額としております。       
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3． その他有価証券（平成29年３月31日現在） (単位：百万円)   種類 貸借対照表 計上額 取得原価 差額 貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 
株式 76,794 41,247 35,547 債券 688,986 677,079 11,907 国債 279,857 273,932 5,924 地方債 35,032 34,614 417 社債 374,096 368,532 5,564 その他 47,588 35,491 12,096 うち外国証券 20,274 20,143 130 小計 813,368 753,818 59,550 貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 
株式 4,476 4,857 △381 債券 44,035 44,565 △529 国債 9,890 10,319 △429 地方債 15,087 15,141 △54 社債 19,058 19,103 △45 その他 150,709 154,109 △3,400  うち外国証券 128,130 130,875 △2,744 小計 199,220 203,532 △4,311 合計 1,012,589 957,351 55,238    注 市場価格等がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等（貸借対照表計上額 3,710百万円）については、上表の「その他有価証券」には含めておりません。   4．当事業年度中に売却したその他有価証券 （自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） （単位：百万円）  売却額 売却益の合計 売却損の合計額 株式 29,058 7,711 381 債券 45,947 591 562 国債 27,291 289 562 地方債 15,081 238 － 社債 3,575 63 － その他 118,928 2,641 4,783  うち外国証券 103,982 1,751 4,639 合計 193,933 10,944 5,726        
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5．減損処理を行った有価証券  その他有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の時価が著しく下落したときは、回復する見込みがあるものを除き、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。 当事業年度において減損処理を行った銘柄はありません。 なお、個々の銘柄の有価証券の時価が、取得原価に比べて30%程度以上下落した場合は回復可能性の判定の対象とし、減損の要否を判断しております。   （金銭の信託関係）  運用目的の金銭の信託（平成29年３月31日現在） (単位：百万円)                       貸借対照表計上額 当事業年度の損益に 含まれた評価差額 運用目的の金銭の信託 13,913 519 
 

 （税効果会計関係）      1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりで あります。      繰延税金資産          貸倒引当金                            12,280百万円          減損損失                1,924百万円          有価証券償却等                     737 百万円          減価償却                      693百万円          退職給付引当金                       545百万円          繰延ヘッジ損益                      35百万円          その他                                 1,421百万円      繰延税金資産小計                        17,639百万円      評価性引当額                           △2,931百万円      繰延税金資産合計                        14,707 百万円       繰延税金負債          その他有価証券評価差額金            △16,307 百万円          前払年金費用                         △1,905百万円          固定資産圧縮積立金            △237 百万円 その他                            △18百万円      繰延税金負債合計                      △18,468百万円      繰延税金資産（負債）の純額            △3,761百万円  
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（1株当たり情報） 1 株当たりの純資産額      1,457円 42 銭 1 株当たりの当期純利益金額     51 円 67銭    




